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要旨

【目的】精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築において、精神科救急医療体制を

整備することは、精神障害を有する方々等の地域生活を支えるための重要な基盤として位置

づけられる。時代ごとに多様化する精神科救急のニーズに対応するため、精神科救急医療体制

には持続的な体制整備が求められ、緊急性の高い患者の特徴を把握し、サービス対象となる患

者像を同定し、医療体制の相応性を検証していくために、高規格病棟を必要とする患者の特徴

を把握することが不可欠である。本研究では、高規格病棟の必要性に関する予測因子を特定し

たうえ、重要度が高い項目の特徴を明らかにし、精度の高い重症度判定が学術根拠に基づいて

可能となるよう方策を整えることにより、今後の関連制度の設計や見直しに役立て、医療体制

整備に資する成果を得ることを目的とした。

【方法】先行研究の成果を基に、新たな評価票をエキスパートコンセンサスによって作成し、

2022 年 12 月 8 日から 2023 年 1 月 31 日に全国 161 医療機関の精神科救急急性期医療入院料

病棟に入院した患者を対象に、質問紙を用いた横断調査を実施した。質問紙には、年齢、主病

名、状態像やケア目的に関する項目（基本要件、緊急に医療的介入を要する具体的な因子、具

体的な入院目的に関する因子・通院等では難しい理由）、および高規格病棟の必要性に関する

項目が含まれ、研究対象者を診察した精神科医が回答した。データの偏りを防ぐため 1 医療

機関から収集するデータは最大 30 名分とした。曝露変数は、年齢、主病名、状態像やケア目

的に関する 32 の二値変数から構成された。結果変数は、高規格病棟の必要性であり、0 から

10 の連続量として扱われた。高規格病棟の必要性に関する予測因子のうち変数重要度が高い

項目を特定するために Random Forest による変数重要度分析を行い、感度分析として重回帰

分析を行った。本研究は国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター倫理委員会の承認

を得て実施された。

【結果】全国 81 医療機関から 2,164 名のデータが得られ（回答率 50.3％）、全変数に欠

損のない 2,064 名分のデータを解析に使用した。暴露変数 32 項目のうち、高規格病棟

の必要性に関する変数重要度が高かった上位 5 項目は、「入院治療が必須（さもなけれ

ば悪化するか長引く）」、「専門職による 24 時間体制のケア」、「医学的な重症」、「特化

型設備による安全性確保」、「確実な投薬管理」であり、いずれも臨床プロフィール（状

態像）や医学的管理（ケア目的）に関する項目であった。これらの項目は、重回帰分析

においても高規格病棟の必要性と有意かつ正の関連を示した（全て p＜0.001）。一方、

年齢と主病名に関する項目は、変数重要度の順位が約半分以下であり、重回帰分析に

おいても高規格病棟の必要性と有意な関連は見られなかった。

【考察】高規格病棟の必要性に関する予測因子の中で変数重要度が高い項目は、患者の
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臨床プロフィール（状態像）や医学的管理（ケア目的）に関するものであり、年齢と主

病名に関する項目よりも、高規格病棟の必要性を決定する上で重要である可能性が判

明した。今後このような科学的知見を基に、現行制度の課題を修正、今日化することに

より、合理性や医療の質を確保しつつ人権擁護に十分配慮した制度設計となることが

望ましい。

A.研究の背景と目的

精神科における救急医療サービス、いわゆ

る精神科救急は、平成 7（1995）年に都道府

県が実施する事業として体制整備が開始され、

現在ではほぼ国内全域で体制構築された。し

かしながら、整備が徐々に進んだ各地の医療

体制には地域差が大きく、均一でないことが

課題とされている。また、精神科救急のニー

ズは時代ごとに多様化し、医療体制の在り方

は常に見直される必要がある。

このような持続的な体制整備のためには、

緊急性の高い患者の特徴を把握したうえ、精

神科救急医療体制のサービス対象となる患者

像を同定し、医療体制の相応性を検証してい

く必要がある。その方策として、精神科救急

医療の特性をカバーし、疾患カテゴリーを問

わずあらゆるニーズに活用できる重症度評価

の手順を確立することが求められる。

本研究の目的は、これらの課題に取り組ん

だ先行研究の成果を基に、新たな調査を実施

し、より精度の高い重症度判定の方策を確立

し、医療体制整備に役立てることにある。

B.方法

1. 研究会議の実施および調査票の作成

昨年度までに、一般社団法人日本精神科救

急学会による精神科救急医療ガイドライン

2003 年版、2009 年版、2015 年版を参考に作

成された、過去の厚生労働研究成果（H29-精
神-一般-002、19GC1011）における患者調査

票をもとに、協力研究者らエキスパートによ

り構成される研究会議で入念な協議を行い、

新興感染症や災害等、新たな時代の要請にも

合致するよう、新たな調査票を作成した。

2. 対象

2022 年 12 月 8 日から 2023 年 1 月 31 日

に全国 161 医療機関の精神科救急急性期医療

入院料病棟に入院した患者。

3. 調査方法

質問紙を用いた横断調査を実施した。質問

紙には、年齢、主病名、状態像やケア目的に関

する項目（基本要件、緊急に医療的介入を要

する具体的な因子、具体的な入院目的に関す

る因子・通院等では難しい理由）、および高規

格病棟の必要性に関する項目が含まれ、研究

対象者を診察した精神科医が回答した。デー

タの偏りを防ぐため 1 医療機関から収集する

データは最大 30 名分とした。曝露変数は、年

齢、主病名、状態像やケア目的に関する 32 の

二値変数から構成された。結果変数は、高規

格病棟の必要性であり、0 から 10 の連続量と

して扱われた。高規格病棟の必要性に関する

予測因子のうち変数重要度が高い項目を特定

するために Random Forest による変数重要

度分析を行い、感度分析として重回帰分析を

行った。

4. 手続き

調査にあたり、倫理的配慮として、人を対

象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（令和 3 年 3 月 23 日（令和 4 年 3 月 10
日一部改正）文部科学省、厚生労働省、経済産

業省）に基づき、国立精神・神経医療研究セン

ター倫理審査委員会による承認を得て実施さ

れた（承認番号：A2022-065）。

C.結果／進捗

1. 研究会議等の実施（昨年度からの通算）

① 令和 4（2022）年 4 月 29 日 プレミー

ティング オンライン

② 令和 4（2022）年 5 月 23 日 第 1 回分

担研究会議 オンライン

③ 令和 4（2022）年 5 月 29 日 第 1 回研

究班会議（全体会議） オンライン

④ 令和 4（2022）年 7 月 4 日 第 2 回分
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担研究会議 オンライン 
⑤ 令和 4（2022）年 10 月 22 日 第 3 回

分担研究会議 オンライン 
⑥ 2023 年 2 月 4 日 第 2 回 精神科救急

医療体制整備研修（国立精神・神経医療

研究センター主催） オンライン（成果

の共有等） 
⑦ 2023 年 3 月 28 日 第 4 回分担研究会

議 オンライン 
⑧ 2023 年 4 月 19 日 ミーティング 

（厚生労働省内） 
⑨ 2023 年 4 月 26 日 第 5 回研究分担研

究会議 オンライン 
⑩ 2023 年 8 月 16 日 ミーティング（投

稿原稿について） オンライン 
⑪ 2023 年 8 月 27 日 22GC2003 全体会

議 オンライン（欠席） 
⑫ 2024 年 1 月 4 日 ミーティング（査読

結果への対応について） オンライン 
⑬ 2024 年 1 月 16 日 ミーティング（第 3

回精神科救急医療体制整備研修に向けた

打ち合わせ） オンライン 
⑭ 2024 年 2 月 4 日 第 3 回 精神科救急

医療体制整備研修（国立精神・神経医療

研究センター主催） オンライン（成果

の紹介等） 
 

2. 調査結果 
全国 161 医療機関のうち 81 医療機関から

回答（回答率 50.3％）された。全国 47 都道府

県のうち 40 の医療機関が参加した（図１）。

参加医療機関 81 機関のうち、人口 50 万人以

上が条件となる政令指定都市に所在する医療

機関は 22 機関（27.1％）だった。データは、

2022 年 11 月 8 日から 2023 年 1 月 31 日まで

に高規格病棟に入院した 2,164 人の患者から

収集され、高度急性期病棟の必要性（n=7）、
年齢（n=54）、診断（n=42）に関するデータ

が欠落している患者を除外した後、2,064人の

参加者がこの分析に含まれた（図２）。 
 
 

 
 
 
図１．対象医療機関所在都道府県（グレー） 

 
 
 
 
図２．分析対象者 

 
 
 
記述統計において、ICD-10 に基づく最も一

般的な診断は、F2（39.8%）、次いで F3（26.0%）

が多かった。F0 のうち認知症は 9.0%、F8 は

4.0%、F9 は 1.5%であった。また、入院機時

点での行動制限開始は、隔離が 48.4％、身体

拘束は 7.3％であった。 
暴露因子うち該当率が高かったのは、横断

面における「社会や家庭への深刻な影響」
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（71.7％）と「医学的な重症」（70.6％）、将来

予測としての「入院治療が必須（さもなけれ

ば症状するか長引く）」（68.1％）であった。 
結果変数としての高規格病棟の必要性に関

しては、平均が 7.4、中央値は 8.0 であった。

高規格病棟の必要性に関するスコアが高いほ

ど、回答数割合は増加した（0=必要なしは

1.5%、10=絶対に必要は 26.4%)。（図 3） 
 
 
 
 
図 3．高規格病棟の必要性

 

ランダムフォレストモデルを使用した高規

格病棟の必要性の予測因子の相対的な重要性

は、高い順に「入院治療が必須（さもなければ

症状が悪化するか長引く）」（983.7）、「専門職

による 24 時間体制のケア」（718.6）、「医学的

な重症」（714.0）、「特化型設備による安全性

確保」（511.3）、「確実な投薬管理」（457.4）、
「他害」（390.9）、「その他の社会生活機能不

全」（309.0）、「不合理な拒否や援助希求の欠

如」（241.4）、「自傷」（196.2）、および「精緻

な診断や迅速な治療効果判定」（186.7）であ

った（図４）。 
 
 

 
 
 
図４．高規格病棟の必要性に関与する要因ランキング 
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重回帰モデルに基づいた予測変数と高精度

ユニットの必要性との関連性について、32 の

曝露変数のうち、3 変数（F0、F2、および F3）
は VIF>10 であり、ブリューシュ・パガン検

定によって不均一な分散が検出された。した

がって、分析は F0、F2、および F3 を除外し

て実行された。暴露変数のうち、「医学的な重

症性」（b=0.63、p<0.001）、「入院治療が必須

（さもなければ症状するか長引く）」（b=1.10、
p<0.001）、他害（b=0.76、p<0.001）、自傷

(b=0.45、p<0.001)、不合理な拒否や援助希求

の欠如」（b=0.25、p=0.03）、「その他の社会生

活機能不全」（b=0.45、p<0.001）、「専門職に

よる24時間体制のケア」（b=0.88、p<0.001）、
「確実な投薬管理」（b=0.45、p<0.001）、「特

化型設備による安全性確保」（ b=0.67、

p<0.001）、および「特定の治療」（b=0.72、
p<0.001）は、高規格病棟の必要性と積極的か

つ有意に関連していた。 
一方、年齢と主病名に関する項目は、変数

重要度の順位が約半分以下であり、重回帰分

析においても高規格病棟の必要性と有意な関

連は見られなかった。 
 
D.考察 

精神科における救急医療サービス、いわゆ

る精神科救急は、平成 7（1995）年に都道府

県が実施する事業として体制整備が開始され、

現在ではほぼ国内全域で体制構築された。し

かしながら、整備が徐々に進んだ各地の医療

体制には地域差が大きく、均一でないことが

課題とされている。また、精神科救急のニー

ズは時代ごとに多様化し、医療体制の在り方

は常に見直される必要がある。 
昨今の関連動向において、精神科の保健・

医療・福祉全体のケアの在り方として、精神

障害にも対応した地域包括ケアシステムの構

築が提唱され、精神障害の有無や程度にかか

わらず、誰もが安心して自分らしく暮らすこ

とができるような社会の実現が求められてい

る。 
この中で、精神科救急医療体制を整備する

ことは、精神障害を有する方々等の地域生活

を支えるための重要な基盤の一つとして、誰

もが必要な時に適切な精神医療を受けること

ができる体制を構築する観点から特に求めら

れている。このことは、令和２年度に開催さ

れた「精神科救急医療体制整備に係るワーキ

ンググループ」でも確認され、いくつかの課

題が整理されるとともに、その後体制整備に

必要な制度への対応等も行われてきた。 
令和 4（2022）年度診療報酬改定では、精

神科救急入院料が見直され、精神科救急・急

性期入院料が新設されたことに伴い、同入院

料における精神科救急医療体制加算において

対象疾患が限られることとなった。これらの

高規格病棟に相応の病態や重症度について、

かねてより具体的な客観評価の方法論などが

論じられてきた経緯があるところ、我々研究

担当者らは、本課題に学術団体である日本精

神科救急学会（一般社団法人）として取り組

むとともに、厚生労働科学研究を通じて検討

を行い、種々の成果を上げた 1-8)。また、同加

算に連動する、精神科救急医療体制整備事業

での精神科救急医療施設型（常時対応型、病

院群輪番型）について、今後の都道府県にお

ける指定のために関係者協議の中で参考とな

る基準案を提案することにより、機能の明確

化を図った 9)。 
さらに近年、障害者権利条約に基づく国連

委員会からの総括所見を受け、精神保健福祉

法が改定され、非自発入院が見直された。こ

れにより、一定医数以上の非自発入院を要件

とする精神科急性期・救急医療の診療報酬制

度に新たな課題を提示する形となり、専門学

術団体からの提言が発せられるなどの動向も

ふまえ、高規格病棟が必要であることを示す

根拠として、入院形態や診断名以外の指標の

開発が必要となっている。 
こうした諸課題をふまえ、今回の研究では、

高規格病棟に相応の病態や重症度をさらに明

確化すべく、過去の調査研究で用いた手法を

ブラッシュアップし、より精度の高い重症度

判定の方策を確立するため、新たに大規模調

査を行った。 
回答率は約半数であり、代表制には一定の
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課題を残すものの、全国より 2,000 件を超え

る回答が得られ、目的とする精度の高い重症

度判定方策の確立に必要な解析のために十分

なサンプル数を得た。 
基礎集計段階での所見として、疾患頻度に

おいて、従来精神科救急医療対象の約半数を

占めた F2 が 39.7%に留まり、F0 のうち認知

症と 26.0%は増加傾向、F8 や F9 といった近

年の疾患概念変化に伴うニーズや若年層が相

当数発生していたことは、時代の変化に伴う

ケア対象の多様化を反映している。また、報

道等でしばしば課題が指摘される入院機時点

での行動制限開始について、隔離は約半数弱

であるが、身体拘束は 7.3％であり、批判が過

剰であることを裏付けた。 
本研究では、これまで報告されていなかっ

た高規格病棟の必要性の予測因子の相対的重

要性について、ランダム フォレストモデルを

使用して調査した。われわれの調査結果は、

最も重要な予測変数が患者の年齢や診断では

なく、むしろ患者の臨床プロフィール（状態

像）やケア目的に関連していることを示唆し

た。感度分析として実行された線形回帰モデ

ルでは、患者の臨床プロフィール（状態像）に

関連する上位項目は高規格病棟の必要性と有

意に関連していたが、年齢と診断はそうでは

なかった。 
高規格病棟の必要性を予測する指標のラン

キングで上位となった臨床プロフィール（状

態像）は、いくつかの特性を示す可能性があ

る。高規格病棟の必要性を予測する最も重要

な要因は、「入院治療が必須（さもなければ症

状が悪化するか長引く）」であった。この項目

は、線形回帰モデルにおける高規格病棟の必

要性に関連していた。本質的にこの項目は、

入院する患者の全てに当てはまるとも思われ

るが、精神科医が入院治療を不可欠と考えて

いた患者は、わずか 68％に過ぎなかった。高

規格病棟の必要性スコアに関して、全患者の

1.5%が「不要」（０）と回答され、「絶対に必

要」（10）が最頻（26.4%）であった。この結

果は、高規格病棟に入院するすべての患者が、

同病棟により提供される専門的なサービスを

必要とするわけではないことを示している。

通常、急性期治療を担う病棟は、一般の精神

科病棟よりも高いスタッフ対患者比率を有し、

手厚い医療の提供を可能にしている。したが

って、患者またはその家族がより質の高い医

療を要求する場合などには、これらの病棟へ

の入院が検討される可能性がある。しかし日

本の精神科診療報酬制度では、それほど重大

ではないとみなされる症例であっても、高規

格病棟への入院が認められており、そのよう

な病棟運営の適切性と効率性については依然

として議論が続いている。言い換えれば、日

本の精神医療システムがこの結果に影響を与

えているようであり、これは高強度病棟の多

機能かつ多目的な性質を示している可能性が

ある。 
2 位から 5 位までの項目は、重度の精神症

状に対する入院による医学的管理を目的とし

たもの（ケア目的）であった。これらには、「専

門職による 24 時間体制のケア」、「医学的な重

症」、「特化型設備による安全性確保」、「確実

な投薬管理」などが含まる。これらの変数は、

線形回帰分析における高規格病棟の必要性と

関連していた。先行研究では、重篤な症状は

救急サービスの利用率と関連することが指摘

されている。このように患者の生命と利益を

確保するには、高規格病棟での十分なスタッ

フと高水準の医療に基づいた、精神科救急に

特化した集中的な 24 時間ケアと設備が必要

と思われる。したがって、この上位の 5 要因

は、患者の状態と精神科医の専門的見解に起

因している可能性がある。これらの所見は過

去の証拠を補強すると考えられる。 
上位 5 項目の次に重要な項目は、行動上の

問題や社会的機能の低下に関連する緊急治療

の必要性に関するものであった。6位から 9位

にランクされた項目は、「他害」、「その他の社

会生活機能不全」、「不合理な拒否や援助希求

の欠如」、および「自傷」であった。特に、こ

れまでの定量的および定性的研究では、精神

科救急入院患者は自傷や他害を含む問題行動

のリスクが高いことが指摘されている。本研

究でも、これらの要因が高度急性期病棟への
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入院に関する精神科医の意思決定において重

要であることが観察された。 
年齢や診断に関する項目の重要性はランキ

ングの下半分にあった。ある先行研究では、

高齢と重症病棟への入院の関連が報告されて

いるが、他の臨床プロフィール（状態像）変数

を同時に入力したこの研究の重回帰分析では、

有意な関連は示されなかった。これは、いく

つかの臨床プロフィール（状態像）変数が、年

齢よりも高規格病棟の必要性に大きな影響を

与えるためである可能性がある。この研究で

最も一般的な診断は統合失調症（F2）であっ

た。この所見は、精神科の急性期治療を担う

病棟に入院する患者のほとんどが統合失調症

であると報告されている国内および海外の以

前の定量的および定性的研究のデータと一致

している。しかし、地域ベースのサービス利

用者を対象としたオーストラリアの研究では、

診断などの個別の項目ではなく、患者の状態

プロフィールのより複雑な評価に焦点を当て

ることで臨床評価が有益になる可能性がある

ことが示されている。特に、精神科救急サー

ビスの利用者にとっては、高規格病棟への入

院の必要性を決定する際に、単純な診断では

なく、より複雑な臨床プロフィール（状態像）

がより大きな影響力を持つ可能性がある。 
この研究の強みは、患者の人口統計に関す

る情報と詳細な臨床像に関する情報を使用し

て、高規格病棟の必要性にとって重要な要因

を調査したことにある。さらに、この研究は、

国内の急性期治療を担う病棟に新たに入院し

た患者の人口統計と臨床プロフィール（状態

像）を特定するために、日本の高規格病棟を

対象とした大規模な調査であり、2,000 件を上

回る回答が得られた。サンプルサイズは、高

規格病棟への入院の必要性を決定するために

重要な予測因子を特定するのに十分であった。

この研究は、入院に関する精神科医の意思決

定の指針となり、質の高い急性精神科医療シ

ステムを維持するのに役立つと思われる。 
一方でこの研究にはいくつかの制限がある。

まず、アンケート項目の信頼性や妥当性が検

証されていない。質問票は日本精神科救急学

会の精神科救急ガイドラインと精神科救急の

専門家からなるチームの議論に基づいて作成

された。特に、客観的な基準が確立されてい

ないため、転帰（つまり、高強度病棟の必要

性）は精神科医の主観的な判断に基づく。今

後の研究では、複数の精神科医に各質問票を

再検討してもらうか、いくつかの客観的指標

（入院期間など）を考慮することで、より説

得力のある所見が得られる可能性がある。第

二に、選択バイアスが発生した可能性がある。

この調査は郵送で行われ、催促は行われなか

った。同じ方法で実施された研究の平均応答

率は、本研究と同様に、50%をわずかに超える

と報告されている。この研究の分析には、対

象となった医療機関の約半数からの回答は含

まれておらず、データが欠落している医療機

関は除外されている。今後の調査では、回答

率を向上させるための工夫が必要になるかも

しれない。第三に、この研究は可能な限り詳

細な臨床プロフィール（状態像）データを収

集することを目的としていたが、他の潜在的

な予測因子が存在する可能性である。例えば、

臨床現場で使用される標準化された手段であ

る陽性・陰性症状評価尺度（PANSS）によっ

て測定される症状の重症度等は、特に統合失

調症患者の場合、別の潜在的な予測因子とな

る可能性がある。第四に、本研究の結果は、一

般化を図るために日本各地の医療機関から参

加者を抽出したため、地域特性（人口規模、医

療機関の数、地域資源など）を反映していな

い。今後の研究では、国、地域、医療機関の特

性が高規格病棟の必要性に関連する要因に及

ぼす影響も考慮に入れる必要がある。第五に、

感度分析として実行された重回帰分析には不

均一分散性が含まれていたが、ランダムフォ

レストの結果を多角的に調べる必要があった。

今後は、本研究で用いたような多様かつ多軸

のデータを用いた統計手法のさらなる開発が

必要である。第六に、変数間の関係が不明瞭

で、臨床プロフィール（状態像）項目の内容が

重複している可能性がある。今後はネットワ

ーク解析などにより変数間の関係を明らかに

し、変数のみを選択あるいは、様々なパター
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ンを比較する研究等が必要である。 
以上より、高規格病棟の必要性に関する予

測因子の中で変数重要度が高い項目は、患者

の臨床プロフィール（状態像）や医学的管理

（ケア目的）に関するものであり、年齢と主

病名に関する項目よりも、高規格病棟の必要

性を決定する上で重要である可能性があるこ

とが判明した。この科学的知見は、精神科救

急医療体制加算が疾患名を根拠に設計されて

いる現行制度上の矛盾を明らかにするもので

あり、また非自発入院率を重症度要件とする

人権擁護上の課題にも対応できる可能性を有

し、政策上の問題修正に資する成果と考えら

れる。また、このような科学的検証は、今後の

医療現場における合理性や医療の質の確保に

根拠を与えるものとしての意義があり、人権

擁護に配慮する必要性の視点からも、将来的

な制度設計に反映させることが望ましいと考

えられる。 
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